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研究成果の概要（和文）：国際的には 2000 年度からの PISA 調査の実施、国内的には 2007 年
からの全国学力テストの実施を起点とする「学力新時代」における、国内外の学力向上策の特
徴とそれらの効果及び課題について、教育社会学的視点からのアプローチを試みた。選択・競
争・アカウンタビリティ等をキーワードとする新自由主義的教育改革の流れが主流となるなか
で、対象となった８つの国ではいずれも学力格差是正のための施策が積極的にとられていた。
他方日本国内では、全国テストの結果のいかんによって、その点における施策の強調点には大
きな濃淡があった。 
 
研究成果の概要（英文）：”A new era of academic achievements” has started internationally in 
2000 when PISA was introduced and nationally in 2007 when the national test began to 
take place. In this research project, the characteristics, impacts and problems of policies on 
academic standards both in and out of Japan were explored sociologically. Whilst in all 
eight countries neo-liberal policies are prevailing in the field of education, policies targeting 
to close the gap of various kinds are also positively implemented. Contrary to that, 
priorities on those policies are heavily biased in Japan regionally depending on how good 
the results of the national tests have been.  
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 直接経費 間接経費 合 計 
2008 年度 12,500,000 3,750,000 16,250,000 
2009 年度 10,900,000 3,270,000 14,170,000 
2010 年度 7,800,000 2,340,000 10,140,000 
総 計 31,200,000 9,360,000 40,560,000 

 
 
研究分野：社会科学  
科研費の分科・細目：教育学・教育社会学 
キーワード：学力政策、国際比較、公正、卓越性、PISA 
 
１．研究開始当初の背景  そうした動向を基盤としたうえで、ここ十

年ほどの間に「学力問題」への関心が一挙に
高まってきた。直接的な引き金となったのは、
OECD の PISA テストである。良好な結果を
収めたフィンランドの教育に脚光が集まり、
新たな学力観を提起するものとして OECD
の「コンピテンシー」概念が注目されるよう
になった。一時は「ゆとり路線」に傾斜した
日本の教育も、2003 年ごろから「確かな学

1990 年代以降の西側先進諸国では、いわゆ
る「ニューライト的改革」の大波が教育界を
席捲してきた。その急先鋒がサッチャー以降
のイギリスである。その特徴は、「新自由主
義」と「新保守主義」の混合物として描かれ
る。前者は教育の場への市場原理・競争原理
の導入、後者はグローバル化のもとでの国家
主義の台頭を、その中心的な要素とする。 



力路線」に舵を切りなおし、今日にいたって
いる。 
 応募者は、2001 年あたりから学力問題へ
の研究関心を深め、学力の階層間格差の存在
を指摘した『調査報告 「学力低下」の実態』
（岩波ブックレット、2002 年）、「効果のあ
る学校」の質的特徴を描き出した『公立小学
校の挑戦』（同、2004 年）、学力調査の結果
を計量的に分析した『学力の社会学』（岩波
書店、2004 年）、学力形成にかかわる家庭・
学校・地域の役割を論じた『学力を育てる』
（岩波新書、2005 年）などで成果を発表し
てきた。 
 これらの研究を積み重ねてきた結果、明ら
かになったのは「学力向上という課題に対し
ては、学校・教師のがんばりだけでは限界が
ある」という、いわば当たり前の事実である。
教室を取り巻く環境的要因の影響力の強さ、
そしてその背後にある政策的要因の重要性。
本研究で注目したいのは、それらのマクロ・
ミドルレベルの社会的要因である。学力向上
にかかわる国あるいは地方レベルでの政策
動向が、教育現場にどのような影響を与え、
いかなる成果を挙げている（あるいは挙げて
いない）のか。それを数次にわたる「現地調
査」によって明らかにしようというのが、本
研究の基本コンセプトである。 
 
２．研究の目的 
 最近の研究としては、原田（『確かな学力
と豊かな学力』ミネルヴァ書房、2007 年）
や大桃他（『教育改革の国際比較』ミネルヴ
ァ書房、2007 年）があるが、各国の政策の
特徴やその背景について手際よくまとめて
はいるものの、それが実際にどのように地方
におり、現場にいかなるインパクトを与えて
いるのかといった点については、多くを語っ
ていない。本研究では、そのプロセスを社会
学的な視点から丹念に追うだけでなく、その
結果として生み出される学力や進学率や進
路にかかわる各種のデータを系統的に収集
することによって、学力向上策の効果と課題
について多面的な探究を行うことを目的と
している。 
 本研究では、国際班と国内班の２つのグル
ープを組織して、具体的な研究活動を行うこ
とにした。国際班が扱うのは、イングラン
ド・スコットランド、フランス・ドイツ・フ
ィンランド・アメリカ・オーストラリア・ブ
ラジルの８カ国、また国内班が扱うのは、秋
田県・福井県・神奈川県・大阪府・兵庫県・
香川県・高知県・宮崎県・沖縄県の９府県で
ある。 
国際班については、以下の項目を探究する。 
（１）８つの国において、新自由主義および
新保守主義的な原理が、どの程度教育改革を
支配しているか。 

（２）各国の学力向上策にはどのような特徴
があるか。 
（３）上記の政策は、教育現場（小・中・高
校）にどのようなインパクトを与えているか。 
 
国内班については、以下の項目を探究する。 
（１）今回の学力テストにおいて、上位、中
位、下位を占めたそれぞれの府県の教育政策
にはいかなる特徴があるか。 
（２）学力向上に関して、具体的にどのよう
な政策が採られているか。 
（３）上記の政策は、教育現場（小・中・高
校）にどのようなインパクトを与えているか。 
 
３．研究の方法 
 本研究の主要な研究方法は、現地調査であ
る。国際班においては、当該 8つの国で、1
～2週間にわたる現地調査を 3年間にわたっ
て継続して実施した。また国内班においても、
対象となった９つの府県で、年に数度 3～7
にわたる現地調査を実施し、各種のデータ収
集にととめた。 
 
４．研究成果 
本研究の成果は、2 冊の最終報告書（『平成

22 年度科研費報告書 学力向上策の比較社会
学的研究 各国現地調査のまとめ』および
『平成 22年度科研費報告書 学力向上策の比
較社会学的研究 都道府県現地調査のまと
め』）に整理してあるので、詳細については
そちらをご参照いただきたい。 
 ここでは、上記の「研究の目的」欄に記載
した研究課題に対する回答を簡潔に記して
おく。 
 国際班 
（１）８つの国おいて、新自由主義的な原理
が教育改革の主流を構成するという実態が
認められた。ただし、「競争原理」の貫徹の
度合い、および「権限委譲」の進行の度合い
については、各国でかなりのバラつきが見ら
れた。 
（２）新自由主義的色彩が最も強い国はイン
グランドとアメリカであるが、フィンランド
やスコットランドにおいては「社会的公正」
の側面を極めて重視した対照的な政策動向
が認められた。 
（３）多くの国で、近年の学力政策の動向が
教育現場に大きなインパクトが与えられて
いるという実態が明らかになった。とりわけ
イングランドやアメリカでは、新自由主義的
な「成果主義」が強まり、さまざまな弊害が
観察された。 
国内班 
（１）学力テストの結果は、成績がふるわな
かった「下位県」の政策立案に最も大きな影
響を与え、ついで「上位県」にもかなりの影
響を及ぼしていた。それに対して、「中位県」



に対するインパクトが最も小さなものにと
どまっていた。 
（２）大阪・高知・沖縄からなる「下位県」
で、種々の学力向上策が断行されていた。そ
の結果として、大阪と高知の小学校ではかな
りの「改善」みられたものの、沖縄の小学校
および 3府県の中学校では、依然としてきび
しい状況が継続中である。 
（３）上の 2点から明らかなように、全国学
力テストは、「下位県」の教育行政と学校現
場に最も大きなインパクトを与えていた。 
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